●　省エネ改修工事を行った住宅に対する軽減措置

　一定の省エネ改修工事を行った住宅が次の要件を満たすときは、改修完了後の翌年度分のみ、固定資産税額が３分の１減額されます。

　なお、都市計画税にはこの軽減はありません。

１　要件

（１） 平成２０年１月１日に現存する住宅であること。

（２） 平成２０年４月１日から令和４年３月３１日までの間に完了した省エネ改修であること。

（３） 現行の省エネ基準に新たに適合する省エネ改修であること。

（４） 省エネ改修に要した費用のうち、自己負担が５０万円以上であること。
（５） 次の①から④までの省エネ改修工事のうち、①を含む工事であること。

①窓の改修工事【必須】　②床の断熱改修工事　③天井の断熱改修工事　④壁の断熱改修工事
（６） 改修後の住宅の床面積が５０㎡以上２８０㎡以下であること。
２　軽減される範囲

１戸当たり１２０㎡相当分まで（１２０㎡を超える部分については減額されません）
３　手続き

省エネ改修が完了した日から３か月以内に、
・現行の省エネ基準に適合した住宅であることを証する証明書（建築士、指定確認検査機関、登録住宅性能評価機関、住宅瑕疵担保責任保険法人のいずれかが発行したもの）
・領収書（コピー可）
・工事費明細書（コピー可）
・改修箇所の図面・写真（改修前後）

等の関係書類を添付した申告書の提出が必要です。

４　その他

・この制度による減額は、１戸につき１度しか受けることができません。

・新築住宅の減額や耐震改修工事による減額と同時に適用はできません。

　ただし、バリアフリー改修工事による減額との同時適用は可能です。

・土地についての減額はありません。

